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県労連第1回幹事団交渉報告

「人事委員会勧告尊重」ならば当然、完全実施でしょう！

特殊勤務手当、臨任・非常勤職員の休暇について前進回答、欠勤時等の給与計算方法の見直しを提案
県労連は10月29日（月）、第1回幹事団交渉を行い、労務当局との具体的な交渉を開始しました。

人事委員会勧告は尊重…だが！？

交渉冒頭、大久保労務担当局長は、「人事委員会勧告は、労働基本権の代償措置であり、その内容は尊重すべきであり、5年連続の引き上げ勧告には、職員の期待も大きい。また、職員のモチベーションの向上や多彩で優秀な人材の確保の観点もある。」としながら、県民に対する説明責任、透明性の確保を理由に、「互いに知恵を絞り、自主交渉・自主決着を基本に、誠意をもって真摯に話し合っていきたい。」と述べるにとどめました。

特殊勤務手当の改善を回答
夜間特殊勤務手当については、国が本年4月から引上げを行ったことを受け、子ども自立生活支援センター、総合療育相談センター、さがみ緑風園、中井やまゆり園の福祉職、看護師の深夜帯について、150円～250円の引上げを回答しました。

また、短時間再任用職員や短時間の任期付き職員の特勤の割落とし、修学部分休業者、高齢部分休業者の割落としを廃止することを回答しました。

臨任・非常勤の休暇について一部改善
日々雇用職員の休暇は無給のまま？
臨任・非常勤職員の休暇について、働き方改革関連法の観点から、慶弔休暇の見直しの回答がありました。取得方法等については、今後交渉していきます。

①忌引休暇の勤務時間による割落としの廃止。

②父母の祭日（一周忌等）の休暇の付与。

③結婚休暇を常勤職員と同様の日数に改善。

一方で、日々雇用職員の休暇について、改善に向けた回答はありませんでした。会計年度任用職員制度の導入に合わせ、日々雇用職員の任用形態も含めて検討していきます。
会計年度任用職員制度について

確定交渉中に小委員会を開始
　2020年に導入される会計年度任用職員制度について、2019年9月条例化に向けて、今確定交渉中に小委員会を設置し、今年度中に交渉・協議を行っていきたいとの提案がありました。

県労連幹事からの発言
労務担当局長からの回答の後、県労連幹事から、要求書に関連して次の発言がありました。

○通勤手当の認定については、すみやかに支給できる体制にすべき。

○免許を持っていない職員が増える中で、公用車の運転で不公平が生じる。自主運転手当を設けるべき。

○新採用職員の初任給について、東京など他県の自治体との比較もある。「県内民間比較」という制度自体見直す必要がある。

○事前命令がそのまま客観的な労働時間管理とは言えない。他県でもＩＣカードやタイムカードを導入している事例もあり、本県でも検討すべき。

〇働き方改革関連法や人事院勧告でも触れられているように、月45時間、年間360時間の時間外勤務の上限規制を導入すべきだ。

○マネージメントサポートシステムについては、人事評価されている再任用も対象とすべき。

○空白期間の解消により臨任職員の年休が、4月で雇用更新されると10月まで2日しか付与されない事態が発生した。制度を改善すべき。

〇現在無給となっている日々雇用職員の特別休暇を有給化すべき。特に電車等が遅れた場合の休暇は早急に有給化すべきである。

○給与制度の総合的見直しの経過措置期間が終了する。給与が下がる職員の影響を見極めるため、職員分布の提供を求める。
県労連第１回幹事団交渉内容
	課　　題
	県労連の要求・主張
	当局の回答・逆提案

	基本姿勢
	・本年の給与勧告は、月例給・一時金ともに５年連続の引上げ勧告と
なり、組合員の期待は高まっている。
・しかし、公務・公共サービスの役割が一層高まる中、各現場で日々業務遂行に精励している組合員からすれば、まだまだ生活改善や向上につながる引上げになっていない実情がある。
・要求書に掲げた内容が具体化するよう求める。
	・県財政が厳しい状況にあることに変わりはない。全庁一丸となって、歳入の確保と徹底的な歳出削減に取り組まなければならない。
・公務員の処遇には強い関心が持たれ、人件費の扱いについては議会も注目している。透明性、説明責任がより一層求められる。
・「自主交渉・自主決着」の立場を基本に、十分な議論を行いたい。

	基本賃金
一時金
諸手当等
	・人事委員会勧告制度は、公務員の労働基本権制約の代償措置であるから、勧告の完全実施は当然。
・勧告に示された公民較差については、財源確保などの前提条件をつけることなく解消すること。
・地域手当の引上げを確実に行うこと。
・一時金については、職員の生活を守る支給月数を確保すること。
・一時金の引上げは期末手当に配分すること。
・通勤手当については、すみやかに全額支給するとともに、経路や時間を含んだ通勤手当の認定基準の改善及び新幹線・高速道路利用通勤の認定要件の改善を図ること。特に、新採用職員の通勤手当の支給が遅れないよう、とりあえず申請された内容で支給しておき、後日精算すれば、本人にとっての負担はなかったはず。
・すべての在職者が定年まで昇給が可能になるよう号給の追加を。
・昇格など、賃金制度運用上の改悪をしないこと。
・研究職等の昇格運用の改善を図ること。
・私傷病休職等の期間換算率について改善を図ること。
・再任用職員の賃金水準について、働き方や退職時の給与を踏まえたものとなるよう改善を図ること。
・交通用具利用者の通勤手当を引き上げること。
・特殊勤務手当については、職務内容や労働実態に対応した支給対象職務・要件の拡大や単価の改正を行うこと。また、すべての短時間勤務職員においては、勤務時間による割り落としを行わないこと。
・時間外勤務手当の割増率については、通常時は150/100、深夜・週休日を200/100とすること。月45時間を超えた割増率の改善を図ること。
・休日勤務手当について200/100とすることとし、夜間勤務手当については、50/100とすること。
・公用車運転に伴う手当を設置すること。
	・人事委員会勧告（月例給697円・0.17％引上げ、一時金0.05月引上げ、地域手当0.04％引上げ）の尊重は基本と考えるが、厳しい財政状況がある中、今後の交渉において、課題全体の中で話し合っていきたい。
・勤勉手当の成績率については、話せる段階にない。一時金の月数を改定する場合には、勤勉手当の趣旨に沿ったものにすべきである。人事委員会勧告にあるように、６月期と12月期の配分は国と同様に均等となるよう講ずべき。話し合っていきたい。
・人事委員会報告で示された平成31年度の地域手当（12％に引上げ）についても話し合っていきたい。
・子ども自立生活支援センター、総合療育相談センター、さがみ緑風園、中井やまゆり園に勤務する福祉職、看護師等に支給されている「夜間特殊業務手当」について、国に準じて改定するよう話しあっていく。
深夜における勤務時間（22時～翌日５時）に従事
①４時間以上：3,300円→3,550円
②２時間以上４時間未満：2,900円→3,100円
③２時間未満：2,000円→2,150円
・特殊勤務手当の短時間勤務職員（再任用・任期付）の割り落としについて、廃止したい。修学部分休業職員、高齢者部分休業職員の減額部分を廃止したい。
・給与減額をする場合の１時間あたりの単価を算出する場合、時間外単価を出す場合と同様に、休日分を除いて算定したい。
・月額特殊勤務手当も同様としたい。
・昨年の交渉で、高齢層職員の昇給制度を国と同様（55歳を超える職員は、標準の成績では昇給なし、特に良好は１号、極めて良好の場合は２号の昇給）に見直したいと提案した。交渉の結果、標準は１号、特に良好・極めて良好は２号の昇給となり、国と同様にはなっていない。今後の継続課題としたい。
・昨年の交渉で提案した、給料表のうち県独自で追加している号給の廃止についても今後の継続課題としたい。

	若年層関係
	・公務職場への人材確保の視点から、初任給決定基準の改善を図り、すべての給料表で初任給を４号給引き上げること。
・若年層の給与水準について大幅な引上げを図ること。
	・人材確保は重要な課題と認識している。ただし、賃金等の労働条件だけで就職先を考えている人ばかりではない。未病対策やさがみロボット特区など、働きがいのある県に関心を寄せている新採用もいた。

	働き方改革
	・タイムカードやＩＣカードなど、客観的な手法による労働時間管理は義務である。
・国の法改正を踏まえ、上限月45時間、年間360時間の時間外労働の上限規制を導入すること。働き方改革関連法や人事院勧告にもあり、上限規制を設定すべき。
	・時間外勤務の事前命令を徹底しており、翌日朝のミーティングで時間外状況を確認、パソコンのログで客観的な把握もでき、労働時間管理は適正に行っている。

	休暇制度の充実・改善
	・結婚休暇、忌引休暇を延長、拡大すること。特に、兄弟姉妹の３日を父母と同様の７日とすること。
	・兄弟姉妹の忌引休暇については、国や他県の状況を踏まえると、改善は困難。

	臨任・非常勤職員の労働条件改善
	・地方公務員法・地方自治法の主旨を踏まえ、重要な担い手となっている臨任・非常勤職員の適正な任用・勤務条件の改善を図るため、十分な協議を行うこと。
・通勤手当の改善を図ること。任用された日にかかわらず、実費弁償として日割りでも通勤手当を支給すべき。
・療養休暇はすべて有給とすべき。
・日々雇用職員の特別休暇、特に交通遮断時においては早急に有給とすべき。
・臨任職員の年休制度について改善を図ること。労基法を上回る内容であれば、問題はない。
・臨任職員のいわゆる「初号制限」の撤廃など、初任給決定基準を改善すべき。
	・非常勤職員等（日々雇用以外）の慶弔に係る休暇について、勤務条件の改善が図られるよう、必要な見直しを考えている。
○忌引休暇：３／４非常勤職員も常勤と同様に改定
○父母の祭日：臨任・再任用（フルタイム・短時間）・３／４非常勤職員も常勤と同様に改定
○結婚休暇：臨任・再任用（フルタイム・短時間）・３／４非常勤職員も常勤と同様に改定
・日々雇用職員については、雇用の性格から慶弔休暇の適用は難しい。
・会計年度任用職員制度（地方公務員法、地方自治法の改正により2020年4月施行）の導入にあたり、全体的な検討をしていく。2019年９月に関係条例の提出を予定、確定交渉後も話し合っていく。


自治労県職労集会に参加しよう！

◇日時　11月２日（金）18時30分から

◇会場　県労連会議室（本庁舎地下）

２０１８県労連確定闘争日程
・1１月2日（金）　県労連支部代交渉

・11月5日（月）　第２回幹事団交渉

・1１月８日（木）　第３回幹事団交渉

　　　　　　　　　　県労連総決起集会　18時30分～県民ホール　小ホール

・1１月１４日（水）　最終幹事団交渉

・1１月１６日（金）　戦術配置

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































